
5　住宅に関する備え

（1）高齢期に住みたい住居形態は持家が多い
高齢期に住みたい住居形態についてみると、

「持家（一戸建て）」とする人が62.2％と最も多
く、次いで「持家（集合住宅）」が13.0％となっ
ており、「持家」が75.2％を占めている。「サー
ビス付き高齢者向け住宅」は9.2％となってい
る（図1－3－5－1）。

（2）高齢期に住みたい住居を選ぶ際の条件は
引き続き住み続けられること
高齢期に住みたい住居を選ぶ際の条件につい
てみると、「引き続き住み続けられること」が
59.8％と最も多く、次いで「家賃を支払う必要
がないこと」が45.0％、「高齢者への支援・サー
ビスが充実していること」が30.1％となってい
る（図1－3－5－2）。

図1－3－5－1 　高齢期に住みたい住居形態
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資料：内閣府「高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年）
（注）対象は35歳から64歳までの男女

図1－3－4－3 　高齢期の健康の維持増進に備える上での不安（複数回答）
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資料：内閣府「高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年）
（注）対象は35歳から64歳までの男女

64



（3）高齢期に備えた建替え・リフォーム・転居
は日常生活に不便がでてきたら
高齢期に備えた建替え・リフォーム・転居の
時期についてみると、「自分または配偶者の日
常生活に不便がでてきたら」が48.9％とする人
が最も多く、次いで「自分または配偶者が要介
護・要支援状態になったら」が25.7％と日常生
活を送る上での必要に迫られる時期となってい

る（図1－3－5－3）。

高齢期に住みたい住居形態として多くの人が
持家を挙げているが、住居における支援・サー
ビスの充実が必要とする人も多いことから、今
後、持家以外の形態の住居についても、良質な
ものを適切に選択ができるための支援が重要で
あろう。

図1－3－5－2 　高齢期に住みたい住居を選ぶ条件（複数回答）

1.7

2.2

0.5

11.8

12.9

13.0

14.6

23.0

28.6

29.2

30.1

45.0

59.8

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特にない

その他

親や子・孫などと同居できる住宅であること

子や孫に資産として残すことができること

リフォームができること

家賃が安いこと

介護サービスを受けられること

適した広さや部屋数の住まいであること

住居の維持管理が容易であること

高齢者への支援・サービスが充実していること

家賃を支払う必要がないこと

引き続き住み続けられること

（%）

資料：内閣府「高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年）
（注）対象は35歳から64歳までの男女

図1－3－5－3 　高齢期に備えた建替え・リフォーム・転居の時期（複数回答）
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資料：内閣府「高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年）
（注）対象は35歳から64歳までの男女
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